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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

○基本的な考え方　　　

　当社は、持続的な成長と中長期的な企業価値の向上を実現するため、コーポレートガバナンスの充実を重要課題と認識し、株主をはじめ顧客・
取引先・従業員・地域社会等のステークホルダーとの適切な協働を図りながら、ガバナンスの仕組みを整備し、透明・公正で効率的な経営に取り
組んでまいります。

○基本方針

　１．株主の権利・平等性の確保に努める。

　２．株主以外のステークホルダーとの適切な協働に努める。

　３．適切な情報開示と透明性の確保に努める。

　４．取締役会の役割・責務を適切に遂行する。

　５．株主との建設的な対話に努める。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

【補充原則４－１－３】　最高経営責任者等の後継者計画

　当社は、最高経営責任者の後継者計画を現時点では明確に定めておりませんが、取締役会は風通しが良く、各取締役との意見交換はできてお
ります。後継者につきましては、代表取締役が人格・見識・実績を総合的に勘案したうえで適任と認められる者を選定し、取締役会において慎重に
審議を行い選任することとしております。

【補充原則４－２－１】　業績連動報酬、株式報酬の適切な割合の設定

　当社株式の流動性等に起因する価格変動の状況等を勘案し、現在は、業績を的確に反映して毎期の役員報酬を検討・決定しておりますが、株
式報酬制度の導入については、株式市場の動向等も踏まえつつ、今後の検討課題としていきたいと考えております。

【原則４－１１】　取締役会・監査役会の実効性確保のための前提条件

　当社は、多様性の維持については十分留意し、プロパーのみならず様々な経歴・知識を持った人材の選任に努めております。また、監査役には
財務・会計に関する適切な知見を有する公認会計士も選任しております。施工管理業の特殊性や、当面の間、当社は国内での事業に集中してい
く方針であること等を踏まえると、国際性のある人材は選任しておりませんが、現行の取締役会で十分に機能しているものと考えております。

【原則５－２】　経営戦略や経営計画の策定・公表

　当社は、中長期的な企業価値の向上を図るため、受注高、売上高、営業利益、ＲＯＥ等の数値目標（財務情報）のほか、経営基本方針や経営戦
略等（非財務情報）を公表し、株主や投資家の理解促進に努め、その結果については有価証券報告書において開示しております。

【補充原則５－２－１】　事業ポートフォリオに関する基本的な方針

　当社は、単一事業を営んでいるため、事業ポートフォリオに関する基本的な方針は定めておりません。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

【原則１－３】　資本政策の基本的な方針

　当社は、資本政策の基本的な方針として数値目標は定めておりませんが、持続的な成長と中長期的な企業価値向上に向け、資本コストを意識
した資本構成および資本効率の最適化を目指しております。

　また、株主還元につきましても創業以来一貫して重要な課題であると認識しており、企業体質の改善、経営基盤の強化を図りながら、業績に裏
付けられた安定配当の継続を行うことを基本方針としております。

【原則１－４】　政策保有株式

○政策保有に関する基本方針

　当社は、当該企業との安定的な取引関係の維持・強化を図ることにより当社の中長期的な企業価値向上に資すると認められる場合、政策保有
目的で株式を保有することとしております。なお、企業価値の向上につながらないと判断されるものについては、株価の動向を見ながら売却を検
討いたします。

○保有目的の検証

　毎年、取締役会で個別の政策保有株式について、保有することが当社の成長に必要かどうかなどの定性面に加え、関連する収益や配当金等を
定量的に検証し、その保有状況を有価証券報告書へ開示しております。

○政策保有に係る議決権行使の基準

　議決権行使については、議案ごとに内容を精査し、発行会社の経営方針、経営環境等を考慮した上で株主価値の向上につながるかどうか、ま
た当社への影響等を総合的に判断して適切に行使いたします。



【原則１－７】　関連当事者間の取引

　当社と取締役間の利益相反取引については、取締役会規則に基づき、当該取引につき取締役会に付議し、決議いたします。

　なお、主要株主との取引条件は、他社の一般取引と同様に契約条件や市場実態を十分に勘案し、工事毎に価格交渉の上で決定しております。

【補充原則２－４－１】　女性の活躍促進を含む社内の多様性の確保

　当社は、即戦力確保の観点から通年採用を行っており、管理職登用についてはプロパー・中途の区分なく能力本位で任用し、中途採用者におけ
る管理職比率は19.4％となっております。加えて、性別、年齢、国籍を問わず、業務に精通し、意欲ある人材については、積極的な登用を目指して
おります。女性の管理職登用については実績があり、その比率は1.5％で、2027年度までに5％の目標を掲げております。外国籍の方については、
応募者が極めて少なく、在籍者数も少ないことから、管理職登用には至っておりません。このため、現状では目標も設定をしておりません。

多様性の確保に向けた人材育成方針と社内環境整備方針につきましては、当社ホームページのIR情報に掲載しております有価証券報告書の人
的資本欄をご覧ください。

【原則２－６】　企業年金のアセットオーナーとしての機能発揮

　当社は確定拠出年金制度を採っており、当社はアセットオーナーとして企業年金の積立て等の運用には関与しておりませんが、確定拠出年金
導入時に対象となる従業員について投資教育を実施しております。

【原則３－１】　情報開示の充実

（１）経営理念、経営戦略および経営計画は、当社のホームページ等にて開示しております。

　閲覧方法　　https://www.kawasaki-sk.co.jp/company/policy/

（２）コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方と基本方針

○基本的な考え方　　　

　当社は、持続的な成長と中長期的な企業価値の向上を実現するため、コーポレートガバナンスの充実を重要課題と認識し、株主をはじめ顧客・
取引先・従業員・地域社会等のステークホルダーとの適切な協働を図りながら、ガバナンスの仕組みを整備し、透明・公正で効率的な経営に取り
組んでまいります。

○基本方針

　１．株主の権利・平等性の確保に努める。

　２．株主以外のステークホルダーとの適切な協働に努める。

　３．適切な情報開示と透明性の確保に努める。

　４．取締役会の役割・責務を適切に遂行する。

　５．株主との建設的な対話に努める。

（３）取締役の報酬総額については、指名・報酬委員会の答申を尊重しながら業績、経営環境等を総合的に勘案し、株主総会の決議により定めら
れた金額の範囲内で取締役会で決定しております。取締役個々の報酬については、取締役会から一任された代表取締役社長が各取締役の職
務、職責に応じ、適正な金額を決定しております。

監査役の報酬については、代表取締役社長からの提案をベースとして監査役の協議に基づいて監査役会で決定しております。

（４）取締役候補については、指名・報酬委員会の答申を尊重しながら経営陣・取締役会全体としての知識・経験・能力のバランスを考慮し、的確か
つ迅速な意思決定が実施出来ること、ならびに各個人として人望があり、法令および企業倫理の順守に徹する見識を有することを基準として選
任・指名しております。監査役候補については財務・会計に関する知見、当社事業に関する知識、企業経営に関する多様な視点のバランスを確保
しながら、適材適所の観点より指名しております。

　また、取締役の選解任案については、指名・報酬委員会の答申を尊重し、取締役会で決定しております。

（５）取締役・監査役の個々の選解任理由を「定時株主総会招集ご通知」に記載しております。

　また、選任・指名については、「定時株主総会招集ご通知」に略歴等を記載しております。

【補充原則３－１－３】　サステナビリティについての取組み

　当社は、サステナビリティを巡る課題への対応は重要な経営課題として認識しており、その取組み内容につきましては、当社ウェブサイトにサス
テナビリティ報告書を開示しております。

　また、人的資本および知的財産への投資等につきましては下記に記載しております。

・サステナビリティ報告書

　https://www.kawasaki-sk.co.jp/company/csr/

・有価証券報告書等

　https://www.kawasaki-sk.co.jp/investor/library/

【補充原則４－１－１】　取締役から経営陣に対する委任の範囲

　取締役会は、法令および定款により取締役会が決定すべき事項その他経営上の重要事項の意思決定を行うこととしており、その基準は取締役
会規則で明確化しております。それ以外の事項は職務権限規程により、社長以下の各役職階層に権限を委任しております。

【原則４－９】　独立社外取締役の独立性判断基準

　当社における社外取締役および社外監査役（以下、総称して「社外役員」という）のうち、当社が上場する金融商品取引所の定める基準および以
下の各号のいずれの基準にも該当しない社外役員は、独立性を有するものと判断します。

　１．当社を主要な取引先（当該者の直近事業年度の年間連結売上高の２％超を基準に判定）とする者またはその業務執行者

　２．当社の主要な取引先（当社の直近事業年度の年間連結売上高の２％超を基準に判定）またはその業務執行者

　３．当社から役員報酬以外に年間1,000万円を超える金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家または法律専門家

　４．過去１年間において以下のいずれかに該当していた者

　　・１、２または３

　５．以下のいずれかに掲げる者（重要でない者を除く）の二親等内の親族

　　・１から４に掲げる者

【補充原則４－１１－１】　取締役会の実効性確保のための前提条件

　取締役会は、当社の持続的な成長と中長期的な企業価値の向上に必要な取締役会全体としての知識・経験・能力のバランス、多様性を確保す
るため、各業務に精通した社内取締役と、企業経営者や会計士・弁護士などから、経験・見識・専門性を考慮して社外取締役を選任しており、取締
役会の役割・責務を実効的に果たすことが出来る構成であると考えております。

　なお、各取締役のスキルマトリックス、独立社外取締役の経歴等につきましては、定時株主総会招集ご通知にて開示しております。

【補充原則４－１１－２】　取締役会の実効性確保の前提条件

　取締役および監査役の重要な兼職状況につきましては、定時株主総会招集ご通知の参考書類および事業報告ならびに有価証券報告書にて開



示しております。

　　　https://www.kawasaki-sk.co.jp/investor/library/

【補充原則４－１１－３】　取締役会の実効性確保の前提条件

　当社では、取締役会の機能を向上させ、ひいては企業価値を高めることを目的として、取締役会の実効性につき、自己評価・分析を実施しており
ます。自己評価・分析につきましては、外部機関の助言を得ながら以下の方法で行いました。　

　2026年３月に取締役会の構成員であるすべての取締役・監査役を対象にアンケートを実施しました。回答方法は外部機関に直接回答することで
匿名性を確保いたしました。外部機関からの集計結果の報告を踏まえたうえで、2026年５月の取締役会において、分析・評価を行いました。その
結果の概要は以下のとおりです。

　アンケートの回答からは、おおむね肯定的な評価が得られており、取締役会全体の実効性については確保されていると認識いたしております。
一方で発言が一部の取締役・監査役に偏っている等の意見が出され、取締役会の機能の更なる向上、議論の活性化に向けた課題についても共
有いたしました。

　今後、当社の取締役会では本実効性評価を踏まえ、課題について十分な検討を行ったうえで迅速に対応し、取締役会の機能を高める取り組み
を継続的に進めてまいります。

【補充原則４－１４－２】　取締役のトレーニング

　新任の業務執行取締役に対するトレーニング方針については、新任取締役研修に参加する機会を設け、取締役として必要な知識の習得および
取締役の役割と責務の理解促進に努めております。常勤監査役に対するトレーニング方針については、必要に応じ、日本監査役協会等が開催す
る社外講習会に参加し、監査役として必要な知識の習得および監査役の役割と責務の理解促進に努めております。

　なお、社外取締役および社外監査役については、会社概要、企業理念、経営状況および役員関連規程等の説明を就任時に実施しております。

【原則５－１】　株主との建設的な対話に関する方針

　１．株主との対話は、経営企画部長が統括します。

　２．個別面談以外にも、株主総会での質疑応答、報道機関等への説明会、業績・事業内容・経営方針等企業情報のホームページや株主通信

　　での情報開示などを充実させていきます。

　３．対話を通じて把握した株主の意見・懸念は、必要に応じて経営陣に報告します。

　４．インサイダー情報は「内部者取引管理規程」により厳重に管理されており、株主との対話に際してインサイダー情報を提供することはありま

　　せん。

２．資本構成

外国人株式保有比率 10%未満

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

株式会社関電工 5,994,000 49.95

川崎設備工業取引先持株会 1,969,700 16.41

川崎設備工業従業員持株会 408,080 3.40

川崎重工業株式会社 215,800 1.80

NOMURA PB NOMINEES LIMITED OMNIBUS-MARGIN(CASHPB) 164,900 1.37

山信株式会社 97,000 0.81

株式会社大垣共立銀行 96,000 0.80

荒川寿彦 70,000 0.58

川野正博 69,800 0.58

廣江勝志 68,400 0.57

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 株式会社関電工　（上場：東京）　（コード）　1942

補足説明

―――



３．企業属性

上場取引所及び市場区分 名古屋 メイン

決算期 3 月

業種 建設業

直前事業年度末における（連結）従業員
数

100人以上500人未満

直前事業年度における（連結）売上高 100億円以上1000億円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

　当社の親会社である株式会社関電工との取引条件は、他社の一般取引と同様に契約条件や市場実態を十分に勘案し、工事毎に価格交渉の上
で決定しておりますので、取引条件の妥当性は確保されており、少数株主に不利益を与えることがないよう対応しております。

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

　当社の親会社である株式会社関電工は、当社議決権の50.1%を保有しており、当社は、同社の連結子会社になります。

（1）親会社におけるグループ経営に関する考え方及び方針

　上場親会社である株式会社関電工（以下「親会社」）は、経営の指針や業務執行の目標を示す経営ビジョン及び中期経営計画を策定し推進して
おり、親会社はグループ全体の企業価値向上に向け、グループ各社と適宜連携を図っております。当社は親会社のグループ企業として、グループ
全体の経営方針と連携しつつ、独自の経営戦略を展開しております。

　当社は、空調、給排水衛生および電気工事の設計施工を主な事業内容としており、当社と親会社は、事業分野・地域性での強い補完関係等を
有しており、資本提携は両社の企業価値の向上につながるものと認識しております。

（2）少数株主保護の観点から必要な親会社からの独立性確保に関する考え方

　当社は、親会社を有しておりますが、事業運営においては当社の経営判断、執行に関しては独自の判断に基づき行っております。

　また、取締役の３分の１以上にあたる３名を独立社外取締役として選任し、親会社との間に利害関係を有しない第三者の立場から意見を述べる
ことができる体制を整え、独立した意見を確保しております。

　なお、当社は、取締役会等の機関で決定した経営方針に従って主体的に経営を執行しており、取締役の選解任は、過半数の独立社外取締役に
より構成される指名・報酬委員会の判断によります。親会社は、当社の判断を尊重し議決権を行使しており、当社の独立社外取締役の選任にあ
たり、候補者の指名に関与はありません。

　また、親会社との取引条件は、他の一般取引と同様に市場実態を勘案し、価格交渉の上で決定しており、少数株主に不利益を与えることがない
よう対応しております。

　以上のことから当社は、少数株主保護と親会社からの独立性の確保を両立し、公正で透明性の高い経営判断をおこなっていると考えておりま
す。



Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査役設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 20 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 9 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 3 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

3 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

小山裕康 他の会社の出身者 △

笠間裕治 他の会社の出身者 △

坪井梨奈 弁護士

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他



会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

小山裕康 ○

当社の主要な取引先であるトヨタ自動車
株式会社の業務執行者でありましたが、
既に退職して10年以上経過しており、社
外取締役の独立性に影響を及ぼすもので
はありません。

また、現在は近藤工業株式会社の技監で
あり、同社と当社との取引関係はありませ
ん。

トヨタＴ＆Ｓ建設株式会社で代表取締役社長を
務め、企業経営における豊富な経験と知識を
有しており、当社の経営に対して的確な助言、
監督に努めていただけると判断しております。

また、同氏と当社との間に特別な利害関係は
存在しておらず、証券取引所の定める独立性
基準に抵触せず、一般株主と利益相反が生じ
る恐れはないので独立役員として指定していま
す。

笠間裕治 ○

当社の主要な取引先ではないＪＦＥ商事株
式会社の業務執行者でありました。当社
は同社との間に若干の取引があります
が、一般取引先と同様の条件で特記すべ
き取引関係にはなく、社外取締役の独立
性に影響を及ぼすものではありません。

ＪＦＥ商事株式会社の元専務執行役員として企
業経営における豊富な経験と知識を有してお
り、当社の経営に対して的確な助言、監督に努
めていただけると判断しております。

また、同氏と当社との間に特別な利害関係は
存在しておらず、証券取引所の定める独立性
基準に抵触せず、一般株主と利益相反が生じ
る恐れはないので独立役員として指定していま
す。

坪井梨奈 ○ ―――

弁護士として企業法務全般にわたる高度な知
見と豊富な実務経験を有しており、当社の経営
に対して的確な助言、監督に努めていただける
と判断しております。

また、同氏と当社との間に特別な利害関係は
存在しておらず、証券取引所の定める独立性
基準に抵触せず、一般株主と利益相反が生じ
る恐れはないので独立役員として指定していま
す。

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

あり

任意の委員会の設置状況、委員構成、委員長（議長）の属性

委員会の名称 全委員（名）
常勤委員
（名）

社内取締役
（名）

社外取締役
（名）

社外有識者
（名）

その他（名）
委員長（議
長）

指名委員会に相当
する任意の委員会

指名・報酬委員会 4 0 1 3 0 0
社内取
締役

報酬委員会に相当
する任意の委員会

指名・報酬委員会 4 0 1 3 0 0
社内取
締役

補足説明

当社は、取締役会の諮問機関として、指名・報酬委員会を設置しております。

その構成と職務は次のとおりです。

＜指名・報酬委員会＞

・廣江勝志（委員長・代表取締役社長）、小山裕康（社外取締役）、笠間裕治（社外取締役）、坪井梨奈（社外取締役）

・昨年度は、指名委員会が３回、報酬委員会が１回開催されました。

（構成）

１．指名・報酬委員会は、取締役会の決議によって選定された取締役（以下、委員）で構成する。

２．指名・報酬委員会は、３名以上で構成し、その過半数は独立社外取締役でなければならない。

３．指名・報酬委員会の委員長は、取締役会の決議によって選定する。

（職務）

指名・報酬委員会は、取締役会の諮問に応じて、以下の事項について審議をし、取締役会に対して助言・提言を行う。

１．取締役の選解任と取締役候補の指名を行うに当たっての方針と手続き

２．株主総会に付議する取締役の選任および解任議案の原案



３．取締役会に付議する代表取締役および役付取締役の選定

４．社長の後継者計画

５．取締役の報酬等を決定するに当たっての方針

６．株主総会に付議する取締役の報酬等に関する議案の原案

７．取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定に関する方針

８．その他、上記以外に取締役会が必要と認めた事項

【監査役関係】

監査役会の設置の有無 設置している

定款上の監査役の員数 4 名

監査役の人数 3 名

監査役、会計監査人、内部監査部門の連携状況

監査役は、会計監査人から会計監査の内容について説明を受けるとともに、意見交換を行い会計監査人との連携を図っております。また、内部統
制室から内部監査結果の報告を受ける等、内部監査部門とも連携を図っております。

社外監査役の選任状況 選任している

社外監査役の人数 2 名

社外監査役のうち独立役員に指定され
ている人数

2 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k l m

椎野友教 公認会計士 △

福田郁朗 他の会社の出身者 △

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社又はその子会社の非業務執行取締役又は会計参与

c 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

d 上場会社の親会社の監査役

e 上場会社の兄弟会社の業務執行者

f 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

g 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

h 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

i 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

j 上場会社の取引先（f、g及びhのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

k 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

l 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

m その他



会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

椎野友教 ○

当社の会計監査人である有限責任あずさ
監査法人にて公認会計士に従事しており
ましたが、既に退職して数年経過してお
り、社外監査役の独立性に影響を及ぼす
ものではありません。

また、現在は桜橋監査法人のパートナー
であり、同法人と当社との取引関係はあり
ません。

公認会計士としての豊富な監査経験と財務お
よび会計に関する専門的な見識を有しており、
その見識を当社の監査に反映していただける
と判断しております。

また、同氏と当社との間に特別な利害関係は
存在しておらず、証券取引所の定める独立性
基準に抵触せず、一般株主と利益相反が生じ
る恐れはないので独立役員として指定していま
す。

福田郁朗 ○

岐阜車体工業株式会社の業務執行者で
ありました。当社は同社との間に若干の
取引がありますが、一般取引先と同様の
条件で特記すべき取引関係にはなく、社
外監査役の独立性に影響を及ぼすもので
はありません。

岐阜車体工業株式会社で常務役員、株式会社
ジー・アイ・サービスで代表取締役社長を務め、
企業経営における豊富な経験と知識を有して
おり、その見識を当社の監査に反映していただ
けると判断しております。

また、同氏と当社との間に特別な利害関係は
存在しておらず、証券取引所の定める独立性
基準に抵触せず、一般株主と利益相反が生じ
る恐れはないので独立役員として指定していま
す。

【独立役員関係】

独立役員の人数 5 名

その他独立役員に関する事項

独立役員の資格を満たす社外役員は、すべて独立役員に指定しております。

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

実施していない

該当項目に関する補足説明

報酬については業績に応じて賞与で支給し、その金額は適宜増減を行っております。その他のインセンティブの導入は予定しておりません。

ストックオプションの付与対象者

該当項目に関する補足説明

―――



【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

該当項目に関する補足説明

取締役、監査役ごとの報酬等の総額および対象となる役員の員数等を、有価証券報告書、事業報告に記載しております。

報酬の額又はその算定方法の決定方針
の有無

あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

取締役の報酬総額については、指名・報酬委員会の答申を尊重しながら業績、経営環境等を総合的に勘案し、株主総会の決議により定められた
金額の範囲内で取締役会で決定しております。

取締役個々の報酬については、取締役会から一任された代表取締役社長が各取締役の職務、職責に応じ、適正な金額を決定しております。

【社外取締役（社外監査役）のサポート体制】

社外取締役については、取締役会での審議を通じてのほか、社外取締役の要求に応じての情報提供および必要の都度意見交換を実施してお

ります。社外監査役については、要求に応じてその都度情報提供しております。

【代表取締役社長等を退任した者の状況】

元代表取締役社長等である相談役・顧問等の氏名等

氏名 役職・地位 業務内容
勤務形態・条件

(常勤・非常勤、報酬有無等)
社長等退任日 任期

――― ――― ――― ――― ――― ―――

元代表取締役社長等である相談役・顧問等の合計人数 ― 名

その他の事項

―――



２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

〔現状の体制の概要〕

（１）設置機関

　　当社は監査役設置会社であります。取締役会は業務執行に関する意思決定と取締役の業務執行の監督を行い、監査役は取締役会のほか

　重要な会議に出席して取締役の職務執行を監査しております。

　＜取締役会＞

　　取締役は９名であり、うち３名を社外取締役としております。

　　取締役の経営責任を一層明確にするとともに、経営環境の変化に対応して最適な経営体制を構築できるよう、任期を１年としております。

　　取締役会は年１２回の開催を予定し、重要事項の決裁だけでなく、経営方針等について活発に議論しております。

　＜監査役会＞

　　監査役は３名であり、うち２名を社外監査役としております。

　　監査役は、監査に必要な専門知識や経験を備えた人物であり、経営の強化を図るとともに監視・監督を行っております。

　　監査役は、取締役会や経営会議等の重要な会議に出席し、客観的な立場から意見を述べるとともに、意思決定の妥当性・適法性等の監査を

　　行っております。

　　また、内部監査部門、会計監査人とは情報交換や意見交換を適宜行い、連携を密にしております。

　＜内部監査＞

　　社長直属組織として内部統制室（１名）が内部監査規程に基づき、法令・定款の遵守状況、財産の実在状況、経営計画の遂行状況、内部統制

　　システムの有効性、財務報告の信頼性確保の監査を実施しております。内部統制室の主な活動として、重要な決裁書類・議事録・契約書等の

　　閲覧、本社・支社・事業所の往査、決算関係書類等の確認等を行っております。

　　監査結果につきましては、年２回、取締役会へ出席して報告をしております。　

　＜会計監査人＞

　　会計監査は、有限責任 あずさ監査法人と監査契約を締結し、監査を受けております。

　　2025年度において業務を執行した公認会計士の氏名、監査年数、監査業務に係る補助者の構成は以下のとおりであります。

　　　　　会計監査業務を執行した公認会計士

　　　　　　　　有限責任 あずさ監査法人　指定有限責任社員　業務執行社員　池ヶ谷　正

　　　　　　　　有限責任 あずさ監査法人　指定有限責任社員　業務執行社員　山田　昌紀

　　　　　　　　なお、継続監査年数については、７年以内であるため記載を省略しています。

　　　　　監査業務に係る補助者の構成

　　　　　　　　公認会計士　14名

　　　　　　　　その他　　　　36名

　＜コンプライアンス委員会＞

　　コンプライアンスの向上を図ることを目的として、コンプライアンス委員会を設置しております。コンプライアンス委員会は、代表取締役社長を

　　委員長とし、本部長や支社長等により構成されており、企業倫理の基本理念を遵守するための施策の審議決定や遵守状況の監視をして

　　おります。

　　また、適切な機会を利用して従業員に対する教育・啓発を行っており、コンプライアンス違反の情報を提供する手段として、内部通報制度を

　　設けております。

＜サステナビリティ委員会＞

　　サステナビリティ経営への取り組み強化を目的として、サステナビリティ委員会を設置しており、ＥＳＧ課題への対応方針や取組み計画等を審

　　議しております。サステナビリティ委員会は、代表取締役社長を責任者として各本部長等によって構成しております。定期的に開催し、取締役

　　会に報告することで、取締役会の監督が適切に図れる体制をとっております。

（２）内部統制

　　当社の内部統制は、組織規程、業務分掌規程、職務権限取扱規程等の社内規程により業務執行部門、責任の所在を明確化し、これら規程

　に基づき適正な職務遂行により内部管理、内部牽制機構を整備しております。また、各部門に対して各種規程の遵守状況、業務執行の適正

　性、能率性を監査するため、内部統制室による内部監査を実施しております。

（３）リスク管理体制

　　総合的なリスク管理を内部統制室が行っております。リスク管理のプロセスは、内部統制室が年に１回リスクの識別・評価を行い、発生頻度

　や影響度から優先順位を付け、「リスク管理一覧表」として纏めたものを取締役会および経営会議にて報告しております。

　　また、リスクの顕在化についての調査を、内部監査時に行っております。その調査結果はサステナビリティ委員会へ報告され、顕在化したリ

　スクについては主管部署が対策等を決定し、全社へ周知しております。

　　なお、リスクの調査結果のうち重要なものについては、取締役会および経営会議にて報告しております。

〔社外取締役の役割・機能〕

　社外取締役の役割・機能は、豊富な識見と幅広い経験を当社の経営に反映していただくことにより、経営に客観性を持たせ、ガバナンスを強化
することであります。

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

当社は、経営の意思決定・監督機能と業務執行の機能を分離し、迅速かつ的確な意思決定と業務執行を行い、適正かつ効率的な経営を確保す
るために、当該体制を採用しております。

現在、取締役９名のうち３名を社外取締役としており、豊富な経験と知見に基づき、独立した立場および客観的な観点から助言・監督に努めており
ます。また、監査役３名のうち２名を社外監査役としており、専門的知見により監査に努めております。

当社としては、現在の経営の監視・監督機能が十分に果たされているものと考えております。



Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

株主総会招集通知の早期発送 法定期日の４営業日前に発送いたしました。

電磁的方法による議決権の行使
2022年6月開催の第95回定時株主総会より、議決権の電子行使制度を導入いたしまし
た。

招集通知（要約）の英文での提供
2022年6月開催の第95回定時株主総会より、当社ホームページにて狭義の招集通知と参
考書類について、英文での提供をいたしました。

その他
・株主総会招集通知は６月５日に発送しました。

・株主総会は６月２６日に開催しました。

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有
無

ディスクロージャーポリシーの作成・公表 当社ホームページに掲載しました。

IR資料のホームページ掲載
決算短信等の適時開示資料、有価証券報告書等の法定開示資料をホーム
ページに掲載しております。

IRに関する部署（担当者）の設置 経営企画部

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

社内規程等によりステークホルダーの立
場の尊重について規定

「最高の技術を結集して、優れた品質の仕事を、適正な価格で顧客に提供する」、「仕事を
通じて品質と性能の維持向上に努め、社会の環境の保全と改善を積極的に推進する」、
「従業員の安全な職場環境の維持に努め、業績に応じた公正な処遇を行う」ことを経営基
本理念に定めております。

環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施
全社にて環境ＩＳＯを取得しております。また、ＳＤＧｓへの取組み状況やボランティア清掃
活動等の状況をサステナビリティ報告書として当社ホームページへ年２回掲載しておりま
す。

その他

女性の活躍・登用について、理系学科においては女子学生の絶対数が少なく、かつ施工
管理会社への入社を希望する者は限定されていることから、当社ではこれまで女性社員の
採用が少なかった経緯もあり、現在指導的立場にある者は若干数に留まっておりますが、
部長１名、社外取締役に１名任用するなど、意欲・能力のある者については、性別を問わ
ず積極的な採用および任用に取り組んでおります。



Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

　当社は、持続的な成長と中長期的な企業価値の向上を実現するため、取締役および使用人の職務の執行が法令、定款および社会規範に適合
し、当社の業務ならびに当社および当社の親会社からなる企業集団における業務の適正を確保するために必要な体制を以下のとおり整備してお
ります。

１．取締役・使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制

　a　取締役および使用人は、川崎設備工業企業倫理規則に定める企業倫理基本理念を遵守し、職務を遂行する。

　b　取締役会は、各取締役の職務執行が法令および定款に適合しているかを監督する。また、取締役は取締役会が決定した役割と職務範囲に

　　　おいて法令および定款等に従い、職務を執行する。

　c　監査役は、監査役会が定めた監査方針に基づき、取締役の職務執行が法令および定款に適合しているかを監査する。

　d　社長を委員長とするコンプライアンス委員会を設置し、コンプライアンスを遵守するための施策の審議決定、遵守状況の監視、取締役および

　　　使用人への企業倫理基本理念の浸透を図る。

　e　コンプライアンス違反またはそのおそれがある行為について、取締役および使用人が直接報告・相談できるコンプライアンス報告・相談制度

　　　(内部通報制度)を整備し、早期発見・是正を図る。また、報告者が不利益な取り扱いを受けない体制を確保する。

　f　内部統制室は、コンプライアンスに関する規程の遵守状況および実施状況について内部監査を実施する。

２．取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制

　　　取締役の職務執行に係る情報および関連資料は、法令および社内規程（文書管理規程・文書保存基準等）に基づき、適切に作成、保存・管

　　理し、必要に応じて閲覧可能な状態を維持する。

３．損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　a　事業活動における各種リスクを網羅的に特定し、評価・管理する体制を整備する。

　b　内部統制室は、年に1回リスクの識別・評価を行い、発生頻度や影響度から優先順位を付け、リスク管理一覧表として取りまとめ、取締役会お

　　　よび経営会議にて報告する。

　c　重要案件の審議・決裁においては、取締役会および経営会議にて、想定されるリスク判断を含めた検討を行う。

　d　営業管理規程・資金業務規程等の各部門におけるリスク管理規程に基づき、損失の早期把握および発生の予防を図る。

　e　不測の事態が発生した場合は、社長直轄の対策本部を設置し、迅速かつ的確な情報共有と対応を行うことで、損失の最小化および事業継続

　　　に努める。

４．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　a　取締役会は、中長期的な企業価値向上を目指し、経営計画により全社的な目標を明確化し、各部門は、これに基づき具体的な施策を設定

　　　し、効率的な職務執行を推進する。

　b　業務分掌規程および職務権限取扱規程に基づき、各部門および役職階層における職務と権限を明確にすることで、迅速かつ効率的な意思

　　　決定と職務執行を図る。

５．当社とその親会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体制

　a　親会社とは、事業分野・地域性での強い補完関係を有していることを踏まえ、適切な連携を図り、必要かつ適切な情報共有を行う。

　b　親会社との取引については、当社の少数株主保護の観点から、他の一般取引と同様に市場実態を勘案し、取引の公正性および合理性を確

　　　保しつつ、適切に行う。

　c　グループとしての企業倫理の浸透および法令遵守を徹底するため、親会社の企業行動憲章ならびに当社の企業倫理規則に基づいたコンプ

　　　ライアンス体制を構築し運用する。

６．監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合おける当該使用人に関する事項、当該使用人の取締役からの独立性に関する
事項および当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

　　　監査役がその職務の遂行上必要とする場合、監査役の職務を補助する使用人を置くことができる。当該使用人に対する指揮命令権限は、当

　　該業務の範囲内において監査役に属するものとし、また当該使用人の人事（任命・異動・評価・懲戒等）については、監査役の同意を得て行う。

７．取締役および使用人、またはこれらの者から報告を受けた者が当社の監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体
制

　ａ　監査役は、重要な意思決定の過程および業務の執行状況を把握するため、取締役会のほか経営会議その他の重要な会議に出席し、必要に

　　　応じて意見を述べる。

　ｂ　監査役は、必要に応じて当社の取締役および使用人から業務執行状況の報告を求めることができ、報告を求められた者は、速やかに適切な

　　　報告を行う。

　ｃ　取締役および使用人、またはこれらの者から報告を受けた者は、法令もしくは定款に違反する重要な事実、当社に著しい損害を及ぼすおそ

　　　れのある事実を発見もしくは知った場合、直ちに当社の監査役に報告を行う。

　ｄ　当社は、上記cの報告をした者に対し、当該報告をしたことを理由としていかなる不利益な取扱いも行わない。

８．監査役の職務の執行について生ずる費用または債務の処理に係る方針に関する事項その他監査役の監査が実効的に行われることを確保す
るための体制

　ａ　監査役がその職務の執行について、会社法第388条に基づき費用の前払いまたは償還の請求をしたときは、当該請求に係る費用または債務

　　　がその職務の執行に必要でないと認められる場合を除き、速やかに当該費用または債務を支弁する。

　ｂ　監査役は、会計監査人から会計監査の内容について報告を受け、意見交換を行うことにより連携を図る。また、監査役は内部統制室から内

　　　部監査結果の報告を受け、内部統制室との連携を図る。

９．財務報告の信頼性を確保するための体制

　　　金融商品取引法およびその他関連法令に基づき、財務報告の信頼性を確保するため、財務報告に係る内部統制システムを整備し、適切に

　　運用するとともに、その有効性を評価する。



２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

当社は、反社会的勢力に対し毅然とした態度で対応し、不適切な関係と疑われるような一切の行動を排除します。この基本方針は、親会社である
株式会社関電工グループの企業行動憲章に定められており、従業員に対して周知徹底されています。

また、総務部を統括的対応部署とし、警察署や顧問弁護士等外部機関と連携して、情報収集、伝達、啓蒙、有事対応等、反社会的勢力排除のた
めの体制を整備しています。



Ⅴその他

１．買収への対応方針の導入の有無

買収への対応方針の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

―――

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

当社は、金融商品取引法等の諸法令ならびに名古屋証券取引所の「上場有価証券の発行者の会社情報の適時開示等に関する規則」を遵守し、
投資者に対して重要な会社情報を迅速、正確かつ公平に提供するよう努めております。

当社の重要な会社情報は経営企画本部に集約されており、経営企画本部長を情報取扱責任者とし、重要情報の社内管理、証券取引所への対
応、適時開示の管理責任者と位置づけています。

重要事実については、会社の意思決定機関である取締役会での決議後速やかに情報開示し、緊急を要する場合は代表取締役の判断により速や
かに開示する体制となっています。

開示情報は名古屋証券取引所のＴＤnet（適時開示情報伝達システム）へ登録することにより、同取引所の「適時開示情報閲覧サービス」に掲載さ
れております。


